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説明内容

◼ MLMAP2028 Update（事業ポートフォリオ）

代表取締役社長 足立正之

◼ MLMAP2028 Update（事業戦略）

取締役 堀場弾

◼ MLMAP2028 Update（財務戦略・ガバナンス）

常務取締役、グループCFO 小山浩史

＜ 免責事項＞

本プレゼンテーション資料には、株式会社堀場製作所の業績、戦略、事業計画などに関する将来的予測を示す記述および資料が記載

されております。これらの将来的予測に関する記述および資料は過去の事実ではなく、発表時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した予測です。また経

済動向、他社との競争状況、為替レートなどの潜在的リスクや不確実な要因も含まれています。その為、実際の業績、事業展開または財務状況は今後の経済

動向、業界における競争、市場の需要、為替レート、その他の経済・社会・政治情勢などの様々な要因により、記述されている将来予測とは大きく異なる結

果となる可能性があることをご承知おきください。



MLMAP2028 Update（事業ポートフォリオ）

2026年8月10日

足立 正之

株式会社 堀場製作所

代表取締役社長
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Our Future

おもしろおかしくをあらゆる生命へ

Vision

Joy and Fun for All

分析・計測・制御技術を通じて
顧客の現場の課題を解決

事業成長とともに、
社会、環境、人類へ貢献する
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2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

医用 自動車 環境・プロセス 半導体 科学

中長期視点で開発投資を継続

セ
グ
メ
ン
ト
別
売
上
高

M&Aの歴史

M＆Aによりコア技術を獲得
成長新市場でデファクトスタンダードをめざす

2024 2025 2026

先 端 材 料
半 導 体

バ イ オ
ヘ ル ス ケ ア

エ ネ ル ギ ー
環 境

営業利益率

2009年
半導体セグメントは赤字

他セグメントが貢献
2001年
半導体セグメントは赤字

他セグメントが貢献

HORIBAの
コア技術

データサイエンス（AI）

システム・インテグレーション

クラウドネットワーキング

オートメーション
赤外線計測 流体計測 粒子計測 分光分析 液体計測

2003年
マスフローコントローラー
圧力センサー式流体制御技術買収

1997年
Jobin Yvon社
分光技術買収

2005年
メカトロニクス事業
買収

2015年
テスティング事業
（MIRA）買収

2018年
水素事業買収

2023年
プロセスラマン
技術買収
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HORIBAグループのセグメンテーション

赤外線計測

流体計測

粒子計測

分光分析

液体計測

医用

自動車

科学

半導体

環境・プロセス

エネルギー

環境

バイオ

ヘルスケア

先端材料

半導体

➢ 市場顧客志向
➢ アプリケーション
➢ 差別化
➢ 高付加価値

➢ 売上高約4倍
➢ 営業利益約8倍

➢ 技術のサイロ化
➢ 市場の変化

➢ 更なる市場志向
➢ 更なる差別化
➢ 市場変化即応
➢ 技術顧客の共有

顧客・市場志向を加速するため、5つの事業セグメントを3つのフィールドへ再編

顧客課題の解決を
起点とした価値創出

2003 2024 MLMAP2028～ MLMAP2023
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コア技術を応用し、幅広いソリューションの展開を実現
HORIBAは「5つのコア技術」を「３つのフィールド」に応用展開し、各フィールドでの展開事例をコア技術へフィードバック

コア技術の深化と応用展開を循環させることで、新たなソリューションを継続的に創出し、持続的な競争優位を実現

※写真は各装置の一例です

自動血球計数測定装置

ナノ粒子径分布・
濃度測定装置

薬液濃度モニター

水質計測装置

レティクル／マス
ク異物検査装置

全自動薄膜
検査装置

ナノ粒子解析装置

分光エリプソメーター

顕微ラマン分光測定装置

放射温度計

微小部X線分析装置

室内空気質計測機器

エンジン排ガス測定装
置

水質計測装置

蛍光吸光分光装置

ラマン分光分析装置
（石油精製向け）

大気汚染監視用分析装置

マスフローコントローラー

各
フィールドで鍛えたコア技術

を循
環

インライン
レーザーガス分析計

放射温度計

蛍光分光迅速バイオ分析装置
（迅速培地・バイオ医薬品品質検査向け）

ラマン顕微鏡
（細胞計測用）

水質計測装置

遠心方式血液分析装置

FTIR法
排ガス測定装置

連続固体粒子
数測定装置

HORIBAの5つのコア技術

X線燃料中硫黄分析計

医用 呼気ガス分析計

ラマン分光分析装置
（製薬プロセス開発向
け）

煙道排ガス分析装置

エネルギー・環境

液体材料気化システム 超音波式排ガス流量計

赤外線計測

流体計測

粒子計測

分光分析

液体計測



8

事業ポートフォリオマネジメント

成
長
性

④価値再構築事業 ②収益基盤事業

③次世代事業 ①成長事業

エネルギー（水素）

メディカル

先端材料
半導体

ライフサイエンス

モビリティ

産業プロセス・環境

低

高

低

• 技術・産業動向視点で将来の「成長性」
• 資本コストを意識した「経済的付加価値」

経済的付加価値（HORIBA Premium Value） 高

③次世代事業
将来の成長を担う
技術・事業への
中長期投資

各領域における投資判断基準
①成長事業
成長投資を優先
中長期的な

価値創出をめざす

②収益基盤事業
収益性を重視した
規律ある投資判断

④価値再構築事業
構造改革により収益力を
強化し、事業価値の
再構築を進める

ポートフォリオの判断基準

※事業別利益から資本コストを控除した社内の業績評価指標

成長性：コア技術の競争優位、産業動向、市場
成長性などを総合的に評価

経済的付加価値：資本コストを加味した独自の
業績評価指標HORIBA Premium Value※を活用し、
事業パフォーマンスを定量的に評価

2つの視点でHORIBAのポートフォリオを評価し
資源配分と事業戦略を機動的に見直し



MLMAP2028 Update（事業戦略）
堀場 弾

株式会社 堀場製作所

取締役、グループ戦略本部長
2026年8月10日
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中長期経営計画MLMAP2028見直しの背景と方針

方針

ビジネス環境の変化にあわせた戦略変更

外部・内部環境の変化や、資本効率の観点を踏まえ、見直しを実施
背景

経営資源の最適配分を通じ、持続的成長と企業価値向上をめざす

➢ 成長領域への重点投資と、規律ある事業運営を通じた収益性の向上

➢ 資本効率を高めるキャピタルアロケーションと株主還元強化

➢ 戦略遂行のためのガバナンス体制の強化
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財務目標

売上高

4,500億円 4,600億円

【株主還元政策】

40％30％

全ホリバリアンによるバリュー実践

「ほんまもん」の価値創出

2050年 カーボンニュートラル

2033年 CO2排出量42%削減

（ 2023年比、 Scope 1, 2）

コア技術の深耕
新規ビジネス売上高

350億円（2028年）

（当初計画：600億円）

機動的な株主還元

特別配当・自己株式の取得

非財務目標

（赤字：更新箇所）

（当初計画） （MLMAP2028 Update)

2026年まで
（MLMAP2028 Update）

2027年分より配当性向

MLMAP2028 Update 主要な経営目標

900億円800億円

営業利益

620億円550億円

当期純利益

14.0%12.0%以上

ROE
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2024年 2025年 2026年 2028年 2024年 2025年 2026年 2028年

実績 実績 予想 Update 実績 実績 予想 Update

先端材料

半導体
1,497 1,565 2,050 2,350 2,620 449 445 615 585 770

エネルギー

環境
1,274 1,344 1,340 1,580 1,460 42 94 90 158 125

バイオ

ヘルスケア
401 421 430 570 520 ▲8 ▲8 ▲5 57 5

合計 3,173 3,330 3,820 4,500 4,600 483 530 700 800 900

USドル（円） 151.69 149.61 155.00 140.00 155.00

ユーロ（円） 164.05 169.19 180.00 155.00 180.00

売上高 営業利益
2028年

当初計画

2028年

当初計画

MLMAP2028 Update フィールド別目標数値 （単位：億円）
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財務戦略・ガバナンス強化

MLMAP2028 Update Summary

株主還元政策 ⚫ 配当性向を30％から40％に変更。特別配当や自己株式の取得を機動的に実施

取締役会体制 ⚫ 社外取締役が過半数となる監査等委員会設置会社への移行の検討
⚫ 経営規律を支える監督機能を強化

成

長

・

拡

大
収

益

改

善

売上高、営業利益、当期純利益、ROE目標を上方修正

事業別アクションプラン

先端材料・半導体 ⚫ 需要拡大に対応し、京都福知山工場の供給力増強
⚫ グローバル連携強化による研究開発の加速

モビリティ ⚫ ハイブリッド等の内燃機関を含む車両開発需要やデータセンター非常用電源
の投資等により安定的に高収益を継続

⚫ メカトロニクスなどの一部で、生産拠点や人員の最適化を実行

エネルギー（水素） ⚫ 将来重要なエネルギー媒体の一つである水素市場での計測技術進歩
⚫ 市況停滞中は雇用調整や生産拠点最適化によるコスト削減等の構造改革

ライフサイエンス ⚫ 新しい計測制御が期待されるライフサイエンス事業はインキュベーション
フェーズと位置づけ創薬・製薬プロセス領域での事業構築

メディカル ⚫ ヘマトロジー領域において、地域戦略の強化と低収益地域の構造改革を実行

経
営
規
律
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64 79 
140 115 

95 105 

310 

105 54 
60 

150 

130 

ライフサイエンス エネルギー（水素） 半導体産業向け

MLMAP2028 Update新規ビジネス売上高

214億円

350億円

600億円

244億円

半導体産業
ソリューション

ライフ
サイエンス2024年

実績
2025年
実績

2028年
当初計画

2028年

Update

エネルギー
（水素）

130億円

115億円

105億円

⚫ ウエハ計測やデバイスの検査効率
向上に向けたソリューション

⚫ 半導体工場ファシリティ関連（顧
客のサステナビリティに貢献）

⚫ バイオ医薬品向けソリューション
⚫ 新薬の開発・生産・品質管理にお
ける連続モニタリング装置

⚫ 水素の生成や利活用に向けたソ
リューション

⚫ 燃料電池や水電解装置の評価装置

➢ エネルギー（水素）：水素市場の急変に伴い当初目標を見直し
➢ 半導体産業向けソリューションとライフサイエンス：目標は下方修正するものの、2028年には

それぞれCAGR＋25％、＋15％（2024年比）の成長を想定

CAGR +25%

CAGR +15%
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成
長
性

④価値再構築事業 ②収益基盤事業

③次世代事業 ①成長事業

エネルギー（水素）

メディカル

先端材料
半導体

ライフサイエンス

モビリティ

産業プロセス・環境

低

高

低

• 技術・産業動向視点で将来の「成長性」
• 資本コストを意識した「経済的付加価値」

経済的付加価値（HORIBA Premium Value） 高

③次世代事業
将来の成長を担う
技術・事業への
中長期投資

各領域における投資判断基準
①成長事業
成長投資を優先
中長期的な

価値創出をめざす

②収益基盤事業
収益性を重視した
規律ある投資判断

④価値再構築事業
構造改革により収益力を
強化し、事業価値の
再構築を進める

ポートフォリオの判断基準

※事業別利益から資本コストを控除した社内の業績評価指標

成長性：コア技術の競争優位、産業動向、市場
成長性などを総合的に評価

経済的付加価値：資本コストを加味した独自の
業績評価指標HORIBA Premium Value※を活用し、
事業パフォーマンスを定量的に評価

2つの視点でHORIBAのポートフォリオを評価し
資源配分と事業戦略を機動的に見直し

事業ポートフォリオマネジメント
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拡大する半導体市場での高度化するニーズに対応

AI技術の進化や、データセンター需要の急拡大
HORIBAの技術力と供給力で幅広いソリューションを提供

AI関連投資による半導体設備需要は、2030年以降も力強く牽引

WFEの想定 : 2026年成長約25～30％（2025年比）

2028年成長約30～40％（2026年比）

アプリケーション別にみる半導体市場トレンド

⚫ DRAM

データセンター投資等のAI関連需要の高まりによるHBM関

連市場の拡大 →半導体・半導体製造装置需要の増加

⚫ NAND

需給逼迫によりデバイスメーカーやファウンドリの設備投

資需要増加 →半導体製造装置需要の増加

⚫ Logic

デバイス構造の複雑化による微量ガス制御などの需要増加

⚫ 化合物半導体

パワー半導体や人工ダイヤモンド市場の成長による次世代

半導体の技術革新の加速や計測ニーズの拡大

 -

 100,000

 200,000

 300,000

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

半導体製造装置市場

出所： TechInsights Inc. (Jun/2026)より当社作成

（単位：M.USD）

成長事業
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京都

30%

阿蘇

60%

福知山

5%

その他

5%

半導体需要に向けた供給体制の増強 成長事業

2023年に先行して投資を決定した京都福知山工場の本格稼働
国内マスフローコントローラー生産能力は“最大3倍”へ拡大

阿蘇 マレーシア京都 インド 中国（北京） 韓国

課題となるサプライチェーン強靭化を早期実現、供給力を増強

京都福知山工場（2026年竣工） 工場別生産比率イメージ
（2026年度の状況）

京都福知山工場での
自動化の推進など

生産設備拡張追加投資
（約130億円）予定

最大3倍の供給力実現
（2030年以降）
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コア技術を磨き、競争優位性をさらに高める 成長事業

「京都福知山テクノロジーセンター」の機能増強により
グローバル顧客に向けコア技術と次世代技術の両輪で研究開発能力を強化

技術面でのハイレベルな要求に対し、顧客の近くで迅速かつ柔軟に対応

グローバルな流体計測・制御技術開発を実現

※ISO/IEC 17025：品質面における運営システムの要求事項+

試験・校正実施に必要な技術管理 の要求事項

➢ ガス質量流量の校正で、米国標準技術研究所のISO/IEC 

17025※に基づく認定を取得
➢ トレーサブルな流量標準器を各生産拠点の生産ラインに

導入し、高品質な生産を実現

➢ 1989年にシリコンバレーにサービス
センターを開設

➢ 顧客・市場のニーズをいち早く取り
込むことに注力

HORIBA STEC KOREA（韓国）

Pristine Deeptech社（インド）

➢ 2026年買収。人工ダイ
ヤモンド関連の研究を
次世代半導体へ展開

京都

京都福知山テクノロジーセンター

Reno Technology Center
（アメリカ）

➢ 1991年ににサービス
センターを開設
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コア技術を拡張し半導体生産工程向けソリューションを展開

Material

Characterization
Cleaning Deposition Lithography Etching CMP

Wafer 
Inspection

Facility

グローバルシェア

No.1

グローバルシェア

No.1

グローバルシェア

No.1

新規ビジネス
領域

新規ビジネス領域

マスフローコントローラー

成膜やエッチングなどの工程で使用。
高温、新材料、微小流量ガスや液体材
料の最先端の流量制御を支援

薬液濃度モニター
洗浄プロセスで使用される薬液を
連続測定。BEOL※1向け拡大も視野

マスフローコントローラー薬液濃度モニター

全自動薄膜計測
異物検査装置に加え、分光技術
を活用しウエハやデバイスの検
査工程を効率化

異物検査装置 粒子径分布測定装置 自動薄膜計測装置ラマン分光分析装置

新素材開発から半導体製造プロセス・ファシリティでのラインアップ拡充

粒子計分布測定装置
CMPスラリー材などの材料
開発や生産の効率化を支援

ラマン分光分析装置
EUVペリクル材など
の材料開発を支援

成長事業

新規ビジネス
領域

※各製品の市場シェアは当社推定

水質・ガス連続モニタリング
半導体工場向けに、排ガス・排水の連続監視モニタリングソリューションを提供
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収益基盤事業

内燃機関の開発需要は2030年以降も継続成長

モビリティ：自動車パワートレインの将来

パワートレインの多様化は進行し、より複雑な制御が要求されるハイブリッドが増加する見込

※ECU：「Electronic Control Unit」の略で、エンジン、ブレーキ、エアコンなど車両のあらゆるシステムを制御する車載用コンピュータ。近年の車には100個以上のECUが搭載されており、センサーからの情
報を元に車両の挙動を最適化する「車の頭脳」として機能する。

• 各国の排ガス・燃費規制の強化は2030年以降も継続
• データセンター向け非常用エンジン需要の高まりにより、産業エンジン業界での投資活性化

出所：GlobalData販売台数予測データ（マークラインズ作成）および
Grand View Research Automotive Test Equipment Market Report (2025-2030) より当社作成

燃焼エンジン計測領域

ICE
0

50,000

100,000

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

世界乗用車販売予測（パワートレイン別）

EV

（単位：千台）

HEV

PHEV

ECU※に負荷が増し
開発工数は増大・長期化

HORIBAの強みである
複雑な制御に対応する

ソリューション提案が求められる
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収益基盤事業

内燃機関やハイブリッド等の車両開発需要をとらえ、高収益維持を実現

モビリティ：今後の収益力向上への取り組み

• 燃焼エンジン計測需要はグローバルレベルで
2030年以降も継続

• 高付加価値な試験ソリューションを提供

収益向上機会 2024 2025 2026 2027 2028 増益効果

パワートレインの多様
化・複雑化

＋27億円
（2024年比）

排ガス規制・燃費規制

新ビジネス拡大の機会

オペレーション最適化
•メカトロニクス・ECT※事業の
雇用調整

•グローバルでの開発需要拡大における複雑な制御のニーズの
高まり

•カーボンニュートラル燃料計測需要拡大
•発電向けエンジン計測設備需要拡大

•欧州・米州・インド・中国での規制対応による設備更新需要拡大

•チェコ
工場閉鎖

•生産拠点のオペレー
ション最適化

安定的な売上を維持

• 一部の低収益製品群は、グローバルでの生産
拠点や人員規模の最適化を実施

• 収益基盤事業として、収益力向上をねらう

収益性の向上

ECT：自動車全般に関するエンジニアリング・試験事業
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産業プロセス･環境：今後の収益力向上への取組み

さまざまな産業における環境規制、プロセス最適化
カーボンニュートラル対応を支援し、安定的な利益を確保

発電・石油ガス精製・ガス精製・鉄鋼

製錬・セメント・パルプ・製紙・炉

石油化学・化学製品・廃棄物焼却

電子デバイス・データセンター・食品・ヘルスケア

規制対応

プロセス最適化

CCS・CCUS

など

米国環境保護庁・ドイツ連邦環境庁・
テュフラインランドなどの認証を取得

欧米、中東、東アジア、東南アジアな
どの政府や地方自治体への販売を加速

オランダのHaskoning社が開発した
先進的な下水処理の技術「Nereda®」
プロセスにおける推奨機器として認定

世界中の下水処理施設
における曝気制御最適化ン
に貢献

HORIBAの水質・ガスモニタリングソリューション

収益基盤事業

微量ガス分析計 アンモニア態窒素計石油など様々な燃料油を評価
プロセスラマン分析計

プロセスインスツルメンツ社（2023
年買収）の石油精製プロセス評価用
ラマン分析計

国内シェア
50％

市
場

計
測
ニ
ー
ズ

煙道排ガス分析装置
工業用水質計

※各製品の市場シェアは当社推定値

※ Nereda®はHaskoningの登録商標です。

国内シェア
40％
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水素市場の見通し 次世代事業

2023年までの巨額投資はスローダウンし、2024年時点の予測から市場は縮小
一方、今後のエネルギー事情から2030年には市場規模拡大の予測

価値再構築事業

産業別水素需要予測

水電解評価装置
仕向先：電力会社・エ
ネルギー関連企業等

➢ 2030年に想定通りの需要が立ち上がるかは不透明一方、
エネルギー安定供給や地政学的リスクを考えると一定
程度の市場構築確度は高い

0

10

20

30

40

50

60

2021 2022 2023 2024 2025 2026

出所： IEA (International Energy Agency, Global Hydrogen Review 2026)より当社推定

➢ 脱炭素エネルギーとしての水素への期待は高かったが、
価格や供給網など社会実装課題も多くスローダウン

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

2025 2030

Other

Industory

Power

Transport

Synthetic Fuels

Biofuels

(Ｍtpa H2)

2030年までに公表されたプロジェクトに基づく
低炭素水素の生産能力

(Ｍtpa)
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エネルギー（水素）：今後の収益力向上の取り組み

収益向上施策 2024 2025 2026 2027 2028 増益効果

社内オペレー
ション改善

＋29億円
（2024年比）

利益率改善

＋20億円
（2024年比）

人財視点

拠点整理

•システム入れ替え
•ワークフローの適
正化

•雇用調整

•標準仕様を軸とした、最適な
カスタマイズ対応への移行

•開発プロジェクトの精査
•生産拠点最適化によるコスト
コントロール

重要な社会課題であるエネルギー供給において水素が担う役割に期待
市況停滞中は構造改革を実施→計測技術を進歩させ市況回復時に収益貢献を実現

CO2分離・回収向け
ソリューション

HORIBAが提供する水素向けソリューション

次世代事業

価値再構築事業

水電解評価装置
→電力会社・エネルギー
関連企業等

燃料電池システム評価装置
→自動車メーカー、
定置電源企業等

➢ カーボンニュートラルに向けた水素の利活用拡大に備え、水電
解・燃料電池（セル・スタック・システム）評価装置の技術は
保持しつつ、固定費を削減する

➢ 2030~2035年にCCUSやSAFなどの代替燃料の市場拡大に備え
た社会実装を支援

•生産技術面での
日本からの支援
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バイオ・ヘルスケア：メディカル事業改革の方向性

ヘマトロジー領域：地域戦略の強化と低収益拠点の構造改革を断行

収益向上施策 2024 2025 2026 2027 2028 増益効果

製品差別化
販売力強化

＋14億円
（2024年比）販路・拠点整理

•中国工場売却 •他地域の不採算販路や工場
再編

価値再構築事業

➢ OEM販売の増加

➢ 日本国内での拡販と収益性向上

➢ インドでの拡販と現地生産による収益性向上

➢ 中国等の収益性に課題のある拠点での拠点再編

収益基盤強化を推進。認証取得等のノウハウをライフサイエンス領域に展開

⚫ コロナ禍での需要落ち込みから徐々に回復

⚫ 新興国での市場拡大

⚫ コモディティ化による競争激化

⚫ 先進国市場は成熟

収益基盤事業

【世界市場の状況】 【HORIBAの対応・施策】

•インド：現地生産によるコストダウン

•欧州：OEM販売の増加等

自動血球計数装置
•雇用調整
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バイオ・ヘルスケア：ライフサイエンス市場での成長ストーリー
次世代事業

HORIBAは、コア技術の分光技術を活用し、バイオ医薬品関連のソリューションを開発

バイオ医薬品※1市場は、CAGR+9%※2の成長を期待

インラインラマン高感度計測システム

➢ バイオ医薬品製造の培養・精製
工程をリアルタイムで可視化

➢ 抗体医薬品の精製工程において
抗体収率を従来比約 10％向上

創薬/製薬向けの新たな領域での利益貢献を期待品質検査プロセスの効率化は、医療費削減を実現

オートメーション
（インラインモニタリング）分光分析粒子計測

液体計測

コア技術

※2 Evaluate Pharma（2026年1月15日付）を参考に富士フイルム社推定

※1バイオ医薬品：遺伝子組み換え技術や細胞培養技術を用いて製造したたんぱく質を
有効成分とする医薬品。がんや免疫疾患の治療に使用される抗体医薬品や遺伝子治療
薬など。

富士フイルム社と創薬/製薬企業向けに共同開発

※3 CDMO：医薬品の開発と製造をまとめて請け負う会社のこと。医薬品開発製造受託機関

創薬/製薬企業やCDMO※3

のパートナーに

• 研究開発と品質検査の効率化を実現する分析技術を提供
• インライン/オンラインの工程分析技術により生産と品質の安定化に貢献



27

484

320 27 6 1449 900

2024年OP 先端材料・半導体 モビリティ 産業プロセス・環境 エネルギー（水素） メディカル 2028年OP

構造改革の方向性とスケジュール
（単位：億円）営業利益予想

2024年OP 2028年OP先端材料
半導体

モビリティ エネルギー
（水素）

メディカル産業プロセス
環境

構造改革スケジュール 2024 2025 2026 2027 2028
増益効果
（2024年比）

※構造改革効果以外も含む

エネルギー（水素） ＋49億円

モビリティ
（メカトロニクス・ECT）

＋27億円

メディカル ＋14億円
•中国工場売却 •他地域の不採算販路や工場再編

•システム入れ替え
•ワークフローの
適正化

•雇用調整
•開発プロジェクトの精査
•生産拠点最適化によるコスト
コントロール

•チェコ
工場閉鎖

•生産拠点のオペレーション最適化

•雇用調整

•雇用調整
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CO₂排出削減に向けた取り組み

2023 2024 2025 2033目標

Scope 1, 2
（グローバル）

57,742 59,225 44,985 31,539

Scope 3
（国内）

836,346 ※2825,487 算定中 -

Scope 3
（グローバル）

- 2,141,171 算定中 -

2033年：42％以上削減（2023年比）

2050年：カーボンニュートラル

Scope 1, 2, 3：グローバル集計・開示が完了

（単位：t-CO₂e）

企業文化の浸透 / グローバル人財育成の推進

⚫ HORIBAの企業文化を浸透させる活動
✓「ほんまもん」とは何か？について
考える機会を増加

✓ グローバル従業員にサーベイを実施

※2: Scope 3の国内数値は、Scope 3グローバル数値の内数です

✓ マテリアリティの特定・開示
✓ 水資源削減目標設定
✓ SBTi認定取得（予定）

2026年
重点取り組み事項

非財務目標：人財・サステナビリティの取り組み

2024年から開始した
グローバルリーダーシップ

プログラムの風景

⚫ 次世代グローバルリーダーを育成するプログラム
→世界中の社会や市場の期待に応える戦略実行を加速

GHG削減目標

全ホリバリアンによるバリュー実践
「ほんまもん※1」の価値創出

人財目標

日常の仕事で
HORIBAのバ
リューを実践
していると感

じる

71% 

※1:「ほんまもん」HORIBAでは、心を込めて良いものを追い求め続けた先に生まれる唯
一無二の価値を表しています。

CO₂削減に向けた取り組み



MLMAP2028 Update（財務戦略・ガバナンス）
小山 浩史

株式会社 堀場製作所

常務取締役、グループCFO
2026年8月10日
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財務目標

売上高

4,500億円 4,600億円

【株主還元政策】

40％30％

全ホリバリアンによるバリュー実践

「ほんまもん」の価値創出

2050年 カーボンニュートラル

2033年 CO2排出量42%削減

（ 2023年比、 Scope 1, 2）

コア技術の深耕
新規ビジネス売上高

350億円（2028年）

（当初計画：600億円）

機動的な株主還元

特別配当・自己株式の取得

非財務目標

（赤字：更新箇所）

（当初計画） （MLMAP2028 Update)

2026年まで
（MLMAP2028 Update）

2027年分より配当性向

MLMAP2028 Update 主要な経営目標

900億円800億円

営業利益

620億円550億円

当期純利益

14.0%12.0%以上

ROE
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MLMAP2028 Updateにおけるキャッシュアロケーション

開発投資

1,400億円

当初計画比+100億円

設備投資・戦略投資

1,400億円

当初計画通り

配当・自己株式の取得

1,050億円

当初計画比+370億円

2024 - 2028

開発投資前

営業CF

4,100億円

当初計画比+100億円

手元資金

成長
投資

株主
還元
等

将来成長投資の原資 or 機動的な株主還元

成長領域への重点投資

株主還元の強化

2026年中間期時点
約450億円
（43%）

2026年中間期時点
約570億円
（41%）

2026年中間期時点
約620億円
（44%）

2026年中間期時点
約1,950億円
（48%）
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成長領域への重点投資

設備投資・戦略投資 約1,400億円の内訳

長期ビジョンに基づく戦略投資と、資本効率を意識した投資や事業ガバナンス
成長事業である先端材料・半導体に積極投資

収益基盤事業や次世代事業についても、規律ある投資を継続

研究開発費 約1,400億円の内訳

先端材料
半導体

700億円

エネルギー
環境

490億円

バイオ
ヘルスケア

210億円

先端材料
半導体

430億円

通常投資
600億円

新本社
370億円

戦略投資
800億円

【先端材料・半導体投資内訳】

グローバル
新本社

370億円

【グローバル新本社】
グローバルオペレーション強化と国内拠点の再整備を目的
2028年1月竣工予定

内訳 投資額

京都福知山工場・研究所設備 約210億円

京都福知山工場拡張追加投資 約130億円

マレーシア等海外拠点投資 約35億円

その他、買収等 約55億円

合計 約430億円
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株主還元の強化と規律ある財務戦略

手元資金

財務健全性
事業運営上の不確実性※にも耐えうる、必要運転資

金および戦略投資とリスク用資金の考慮

※当社を取り巻く事業環境における不確実性
• 半導体や自動車産業の急速な環境変化
• 多品種少量生産にともなうサプライチェーンリスク
• グローバル経営に伴う為替、規制、地政学リスク

負債

事業資産 資本

株主還元
投資機会と資金状況等を総合的に勘
案し、特別配当や自己株式の取得を

機動的に実施

高付加価値ビジネスの育成
資本コストを加味した経営指標であるHORIBA 

Premium Valueを活用した規律ある事業運営を行う

株主還元
方針

1974年以降 2013～2023年 2024～2026年 2027年以降

配当性向を堀
場製作所単体
の30％

総還元性向を
連結純利益の
30％を目途

• 配当金= 連結純利益×30％を
目途

• 投資機会と資金状況等を総合
的に勘案し、特別配当や自己
株式の取得を機動的に実施

• 配当金= 連結純利益×40％を
目途

• 投資機会と資金状況等を総合
的に勘案し、特別配当や自己
株式の取得を機動的に実施

長期視点での戦略投資を継続しつつ、株主還元を強化
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企業価値向上戦略の遂行のためのガバナンス強化

社外取締役が過半数となる「監査等委員会設置会社」へ移行を検討※

監督機能、ガバナンス体制をさらに強化
※2027年3月の定時株主総会で承認可決されることが条件

HORIBAは、経済界やアカデミアの有力者の支援を受けてベンチャー企業としてスタート
会社設立時から社外取締役と社外監査役を選任し、社外の目を常に経営に取り入れる体制を構築

コーポレート・ガバナンス強化に向けた取り組みの系譜

施策の推移 2000年以前 2000～2020年 2020年代

ガバナンスの仕組み
取締役の指名

1953年
会社設立時より社外取締役と社
外監査役を選任

2016年
女性取締役選任
社外取締役3名選任

2021年
指名報酬委員会設置
2022年
外国人取締役選任
2027年
監査等委員会設置会社へ移行

取締役の報酬 1974年
利益連動の報酬制度を導入

2009年
株式報酬制度を導入

2025年
業績連動報酬の指標を
MLMAP2028で定めるROE目標
連動に変更
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MLMAP2028シンボルマーク

蝶は姿を変え成長し、羽で空気の流れを感じ、舞う。
HORIBAは、社会の変化を機敏にとらえ、提供する価値を最大化し、

よりよい未来の実現に向けて飛翔します。
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☆最新情報はWebでも！

☆お問合せ先

経営管理部 IRチーム

E-mail： ir-info@horiba.com

ご清聴ありがとうございました

堀場製作所 検索





本資料は当社の著作物であり著作権法により保護されております。当社の事前の承認なく本資料の全部もしくは一部を引用または複製、転送等により使用すること、および第三者に開示すること（口頭を含
む）は無いようお願いいたします。
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